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今月の特集： 
さよなら人事制度
ようこそ成長制度
  
これまで日本では、評価を決めたり処遇（昇給・賞与、昇進・昇格）を決めたりするためのものが人事制度だと言われてきました。そして40年前、「そうではない。人事制度は社員を成長させ、業績を向上させるものだ」ということがわかり、この考え方を広めてきました。

しかしまだまだ人事制度＝評価・処遇を決める仕組みという誤った常識はなくなりません。そこで今回は「さよなら人事制度　ようこそ成長制度」と題して、これまでの人事制度から社員の成長を考えた成長制度へとステップアップしていただくための説明をいたします。
１．専門家が教えるタブー
専門家の中には人事制度を教える専門家がいます。この専門家がいる理由は単純です。

すべての経営者が自分の評価に自信を持っていません。また、自分の処遇の決め方にも自信がありません。この処遇とは昇給・賞与・昇進・昇格です。

長年経営をしてきた経営者であったとしても、本当にこの評価の仕方で良いのか、この処遇の決め方で良いのかと悩み続けています。

そのため、その悩みを解決するために人事制度の専門家に教えてもらおうと考えます。様々なセミナーや書籍で専門家の話を聞きに行きます。

様々な専門家がいるために、経営者はそのたくさんの情報の中から自分に一番合っているものを選択するものだと勘違いをしています。

成長塾に来たある経営者は、こんなことを言っていました。

「私は今まで様々な専門家のセミナーに参加しました。しかしどれもこれも私にぴったりなものはありませんでした。そのためなかなか人事制度をつくるコンサルティングをお願いすることができないまま何年も経ってしまいました」

この経営者の決断は正しいと言えます。なぜなら万が一専門家を選んでしまっていたとすれば、残念な結果が待ち受けていたからです。

例えば、ある専門家に教えてもらった人事制度で社員の評価をし、昇給・賞与を決めたとします。その金額を見ながら、指導を受けた経営者のほぼ100％が思うのです。

「いや、もう少しＡ君は賞与が多くなければいけない」

「Ｂさんは少し出し過ぎだ」

これは何を意味するのでしょうか。それは、経営者の本来支給したい金額がそこにあるということです。

昇給・賞与が経営者の出したい金額にならなかったら、それこそ大きな問題です。

ですから、そう思うこと自体は決して間違ってはいませんが、経営者が社員に「今後は〇〇式人事制度（○○には教えてもらった先生の苗字が入ります）でいくぞ！」と宣言したにもかかわらず、その「〇〇式」通りの金額にならないことになってしまうのです。

これを経験した経営者は必ずこう思っています。「やっぱり自分には自分の決め方がある」。

しかし自分の決め方に自信がないために、「でもやっぱりこれで本当に良いのだろうか……」とまたさらに悩み続けることになります。
２．専門家のとんでもない発言
こんな話を聞いたことがあるでしょうか。

「賃金に格差をつけてやる気を出させろ」

「評価で納得できない社員がいたら辞めてもらえばいい」

「人事制度を導入して社員に危機感を持たせろ」

随分華々しい謳い文句です。

この発言は、経営者がそう思って言っているならばいざ知らず、もしも専門家が言っていることを鵜呑みにしてそのまま組織に発言していたら、大変なことを言ってしまったことになります。

私が今まで成長塾でお会いした経営者は、全員同じ想いを持っていることを私は知っています。

それは、「我が社に入社したすべての社員に成長してもらいたい。物心両面豊かになってもらいたい。幸せになってもらいたい」という想いです。

中には優秀ではない社員もいるでしょう。ところが指導の甲斐がありその社員がやっと少し成長した時に、経営者はとても嬉しい顔をするものです。

「彼もやっと成長した。良かった。今年からも少し昇給・賞与を増やしてあげられる」。そう心の中で思っています。

どうでしょうか。大手企業の経営者にこんな思いで経営をしている経営者はいるでしょうか。

しかし成長塾でお会いした経営者は皆さんこのような思いで社員に接しているのです。大変失礼な言い方にはなりますが、出来の悪い社員ほどその成長に喜びを感じるのです。

それこそがこの日本の経営者の特徴だと私には思えてなりません。そんな経営者にだからこそ社員がついてきたのではないでしょうか。

ところが「賃金に格差をつける」発言をしてしまう経営者がいるのです。私は馬鹿なことを言ってもらっては困ると思います。

仮に成長点数が30点の社員がいたとします。成果も当然低いでしょう。この社員の成果がなぜ低いのか、ほとんどの会社は分かっていません。

なぜ成果が低いのかとこの社員に尋ねると、全員同じことを言います。それは言い訳です。「今年は暑かった」「今年は台風が多かった」「今年は雨が多かった」。

とにかく言い訳と思えるようなことしか言えないのです。それを上司が叱るでしょう。

「言い訳するな！」

これは、実はその社員が問題なのではないことがここで分かります。

社員は皆入社したこの会社で褒めてもらいたいと思っています。認めてもらいたいと思っています。

それにもかかわらず、こんな誰でも分かるような言い訳しかできなかった理由は、上司がどうやって成果を上げたらよいかを指導していなかったことに他なりません。つまり、言い訳するなと言った上司にこそ、問題があるのです。

この成果の上がらない社員が上司に叱られた時にこう言ったら、それは正しいと言えるでしょう。

「私は教えてもらった重要業務がまだまだ十分にできません。申し訳ありません。私も頑張りますので、もっと厳しくしっかりと教えてください」

それに応えて上司がしっかりと指導を行い、成果の低かった社員も今では成果を上げられるようになった。それこそが、正しい組織の姿ではないでしょうか。

それを「成果が低いから賃金を下げる」。とても経営者の想いを表した言葉とは、私には思えません。

「評価に納得できなかったら辞めてもいい」。中小企業に一体どれほど優秀と思える社員が入ってくるのでしょうか。それでも経営者は諦めずに、一生懸命育てることによって社員を優秀に成長させてきました。

評価に納得できないのは評価の仕方を教えていないということなのに、納得できないなら辞めろと一刀両断する考え方に私はくみすることはできません。

私たちは愛情をもって社員を成長させています。納得できないのであれば納得できるように指導していくことが大事です。

40年前、私は決して優秀な社員が集まった会社に入社した訳ではありませんでした。ところが経営者が熱い想いで社員を成長させ、その想いを受けた上司が一生懸命社員を指導し、ほとんど全社員が優秀になっていきました。ですからこの会社には社員の成長を諦めない考えがあります。だからこそ部下指導は上手です。

ダメと思える社員を諦めません。それが中小企業の経営者だと言えないでしょうか。

もっとも、その指導を嫌がって辞める社員がいることは事実です。しかし、辞めてくれとは言っていません。評価に納得できない社員がすぐに辞める会社に、部下指導の力がつくとは私にはとても思えないのです。

それを、辞めさせるように発言している専門家に共感してどうするのだと私は思います。
３．人事制度の失敗は二重苦
○○式人事制度を導入したら、社員はすべてその評価の仕方に納得するのでしょうか。○○式人事制度を導入したら、社員はすべてその賞与の決め方に納得するのでしょうか。
これは、世の中にはすべての社員が納得する評価の仕方や処遇の決め方があるという前提の話です。もしその発言をできる者がいるとすれば、それは私が一番適任でしょう。今（2018年12月）までに1,142社の人事制度の構築を支援してきました。いわゆる日本一の実績がある専門家です。

ところが残念なことに、私すらそのような指導することはできません。私自身も自分の会社で悩むのです。この評価で良いのだろうか。そしてこの処遇の決め方で良いのだろうか。25年前に独立してこの会社を立ち上げましたが、25年間ずーっと悩み続けています。しかしそれはそれで良いと思って前に進むしかないのです。

25年前と20年前と10年前と今では、当然ながら評価（褒めること・叱ること）は違ってきました。そして処遇の決め方も様々な経験をしながら変えてきました。

そのときそのときで一番良い、ベストの決め方をしたと私は思っています。大事なことはそれを社員に分かりやすく説明することです。

分かりやすく説明するに当たって、一番重要なことは何でしょうか。それは「すべての社員を成長させて処遇を良くしてあげたい」というこの気持ちです。

この気持ちを社員に伝えることがとても重要なのです。「そう言っている」と言われる経営者は多いでしょう。

しかしその経営者の「社員に成長してもらいたい。そして昇給・賞与をたくさん出してあげたい」という発言を、その通りに受け止め、信じている社員はほとんどいないと考えていただく必要があります。

ましてや大学で経営学や経済学を学んだ学生は、経営者が社員のことを大切にしように考えていると学んでいるわけではありません。「経営者が社員の賃金を搾取する」と学んだ学生もいるはずです。

私は、入社した魚屋の経営者が、まったくその大学の学びとは真逆な、社員を大事にすることを実践している経営者であると知りました。そしてこの経営者の思いを実現する手助けをしたくて入社をしました。そんな経営者は、学問の世界では通常はあり得ないのです。

もし経営者の側で、そのやっていること、実践していることを見ることができるのであれば、多くの中小企業経営者を見てすごい経営者であること思うでしょう。しかし経営者のやっていることを側で見ることができない社員は、決してそれを信じていないのです。信じたくても信じることができないと言ったほうが正確かもしれません。

経営者の悩みは、その１点にあります。

「できるだけ多く賃金支給してあげたい」

この悩みがあるからこそ賞与を決めるために、昇給を決めるために１週間も１か月も悩んでいるのです。その悩みが解消されるならと間違った判断をし、専門家の教えを乞うてしまうところから失敗が始まるのです。

成長塾に来た「失敗した」という経営者の９割以上は、なんと専門家につくってもらって失敗した経営者です。自分でやりたいようにやっていれば失敗しなかったのに、わざわざ誰かの指導を受けて失敗することになったのです。

こういった場合のほとんどで、社員のモチベーションはがくんと落ちており、業績にも悪い影響を与えていることは間違いありません。中にはそれが理由で赤字転落した会社すらあります。

専門家に指導してもらってつくったものであったとしても、経営者がそれに忠実にその通りにやった事例は１つもありません。ですから、誰かに頼って失敗し、そのうえ社員に対して誤解を招くような部分ばかりが際立ってしまい、本当は社員を大事にする経営者であるのに、それが歪んだ形で社員に伝えわってしまうことになるのです。

昇給・賞与を出す気のない経営者。社員のモチベーションを賃金で上げようと思っている経営者。嫌だったら辞めても良いと考えている経営者。

本当に経営者がそう思っているならそれで良いでしょう。しかしそう思っていなかった経営者であれば、心の底から悔しい気持ちになるでしょう。だから、誰かにつくってもらっても動かないのです。

大事なことは、自分の考え方を可視化しない限りは人事制度は上手くいかないことを多くの経営者が経験から学んできたことです。

「でもどうしたら良いか」。それに答えをまだまだ見つけられない経営者は多いでしょう。今までの日本の人事制度は、そこに問題がありました。
４．世界の経営学で
説明がつかない経営者
経営学は欧米で生まれた学問です。そしてその企業経営の目的とは「経営資源（ヒト・カネ・モノ・情報）の活用による企業利益の最大化」として学んでいます。つまり、金も物も情報も、そして人もすべて並列です。

これらは本当に並列なのでしょうか。物は使えなくなったら新しい物に交換します。設備装置も最新の物にどんどん変えていくことになるでしょう。そういう意味では、設備も物も情報もお金もすべて大事にするという思いはあって当然でしょう。しかし、人は本当にそれらと同じでしょうか。

日本の経営者が社員に対して、「この会社の中で成長してもらいたい」「物心両面豊かになってもらいたい」「幸せになってもらいたい」と思っているとすれば、その経営者像は大学の経営学では一切学ぶことはできません。

学んでいませんので、当然ながら経営者の思いを理解することはできません。「信じろ！」とその思いを言葉にしても、残念なことにその言葉はその通り受け取ってもらえず、場合によっては経営者は嘘をついていると思われているかもしれません。

その思いを正しく社員に知ってもらうためには、自分の考え方を可視化して見せるしかありません。それが人事制度なのです。

私はそういう経営者を目の当たりにしてきました。苦労して苦労して社員を成長させて、そしてさらに成長させた社員の昇給・賞与を増やして、そして心から喜んでいる経営者。

もし欧米の経営者であれば、そうやって企業価値を高めたのだから、自分は役員報酬を10億円もらっても20億円もらっても良い、と考えるかもしれません。それが世界の常識だという専門家もいます。

しかし、日本にはそのように行動できる経営者はあまりいません。日本の経営者はそれほどまでに利他の世界に浸っているとしか思えません。私はそれをどうしても社員に知らせてあげたいと思って、この仕事を始めました。

前の職場で社員が成長した理由は、自社の社長がそういった経営者だと分かったために、

「なんと自分は良い会社に入ったのだ。この会社で大いに活躍しよう。大いに成長しよう。そしてその成長の結果をもって、経営者に恩返しを！」

と、社員が経営者の思いに応えていったためだと考えています。

社員が一丸となって会社で成長しました。だからこの会社はやがて店頭公開を通じて上場する企業にもなりました。その最初の経営者が前職の株式会社魚力の山田勝弘社長でした。

この社長に出会うことがなければ、私は「所詮経営者は経営者であり、最終的には自分の役員報酬を増やすことしか考えていないのが一般的」だと考えて世の中に出たことでしょう。ところが違っていました。

そしてよく周りを見たらそういった経営者のなんと多いことでしょう。そんな経営者を、一般的な経営者像にうずもれさせておくことはできません。なぜならそんな経営者がいる企業こそ、日本をこれから支えていく、発展しなければならない企業だからです。

だからこそ、社員のことを大切に思っていることを示してもらいたいのです。そしてそれを示す方法は、経営者の評価や処遇の決め方を可視化すること以外にはないのです。
５．賃金をニンジンから
空気にする
「社員のモチベーションは賃金で上げる」。そう語る専門家が多いために賃金で社員のモチベーションを上げようと考える経営者は後を絶ちません。

そのため、歩合給という賃金制度を公平公正だからと言って導入する経営者も少なくありません。たとえば不動産・建設業であれば、９割以上の会社がこの歩合給を持っています。

ところが日本と欧米には違いがあり、日本において歩合給は会社を成長させるためには逆効果であることをいつか知ることになるでしょう。

まず、歩合給のある会社で高い成果を上げている社員が、その会社にふさわしい社員であるかに大いに疑問があります。

ある建設業のトップセールスマンは、お客様からのクレームが一番多い社員でした。その会社は歩合給です。お客様に嘘までついて契約を取っていた実態が明らかになりました。

しかしそれを問題だと叱ったとしても、一向に改めることはありません。これではお客様に喜んでもらうことによって成果を上げるどころか、真逆の方向に行っていることは間違いありません。

そして次に、本当に高い成果を上げられる優れたやり方を持っているのであれば、それを他の社員にも教えていくことが必要になっていきます。

なぜなら現場で優秀な社員は早晩中堅職にステップアップし、部下指導という重要業務を行うようになるからです。しかし歩合給によって高い収入を得ている社員ほど、中堅職に行くことを承諾しません。

なぜならこんなに分かりやすい賃金の決め方はないからです。中堅職に行って新たに部下指導という難しい仕事に挑戦するよりも、得意な営業の世界で高い成果を上げて収入を増やした方が良いと思うからです。

自分の収入を守るために成果の上がるやり方をずっと隠してきた社員が、とても人間として成長しているとは思えません。

そして、やがてこの社員は理由があって30歳半ばぐらいで会社を辞めていきます。これはどの業界でも同じ傾向です。そのため、優れたやり方がその会社に残ることはありません。

通常、企業発展とは成果の上がるやり方を次々と次の世代に引き継いでいくことで実現できます。後から入ってきた社員は、まずはそのやり方を学んで成果を上げ、そしてそこから今まで以上に高い成果を上げるやり方を見出していくことになります。

生産性という観点から言えば、そうでなければなりません。しかし歩合給ではそれが残らないのです。

ですから当然会社の中の雰囲気も悪いです。教え合うことがないからです。つまり、日本では社員のモチベーションを賃金で上げることはできません。

中堅職層は人を育てることによって成長していきます。それが評価されて賃金がさらに上がっていくことになります。

では、お金が欲しくて部下を育てているのでしょうか。この中堅職層とは「プレーイング マネージャー」、自利の世界と利他の世界の両方を持つ成長階層と言えます。

プレーイングの部分は確かに自分の仕事で成果を上げ、その評価で賃金を上げることになるでしょう。では部下指導するのは賃金をもらうためでしょうか。

そうではなく、全くの赤の他人が自分の部下になったときから経営者と同じように「この社員を成長させてあげよう。物心両面豊かにしてあげよう」という気持ちがあって指導していきます。そうなったときに、賃金はその中堅職の成長の後からついてくることになります。

やがてこの社員は成長して管理職層に行くでしょう。そしてまた賃金が増えていきます。

勿論管理職層になるのは、賃金をたくさんもらうためではありません。経営者と一緒になって、この仕事を通じて世の中に貢献するためです。そのためにこの成長階層を登っていくのです。その成長階層を最初から示しておく必要はあるでしょう。

つまり日本では欧米と違って賃金はニンジンではありません。社員の成長の後をついて増えていくものであると説明しなければなりません。

そのためにこそしっかりと賃金制度を作って、社員が自らのモデル賃金を設計できるようにしなければなりません。そのような賃金制度ができた会社では賃金はニンジンではなく空気になるのです。

不可欠にもかかわらず意識されないほどに存在を疑わない空気のように、安心しているからこそ気にせずに成長していくことができる。成長したら間違いなく後から賃金は増えていく。そのことを経営者の考えている通りに示す必要があります。
６．賃金で上がるプロセス
は世界で類はない
「社長！　この会社で頑張ったら賃金は増えますか？」と聞いてくる社員がいます。この社員が考えていることは、つまり「プレーヤーとしてたくさんの成果を上げたら賃金は増えますか？」です。

それに経営者は何と答えるでしょうか。「もちろんその通り！」と答えることでしょう。

しかしそこで終わってしまうと、経営者の想いの十分の一も語っていないことになります。

この会社で賃金を増やす方法は一般職層・中堅職層・管理職層と成長していくことです。

一般職層はプレーヤーの層です。自分の好きな仕事、適性のある仕事をして成果を出し、そして褒めてもらい賃金が増えていく階層です。

そしてプレーヤーとして優秀になると、そこから欧米とは違って卒業方式で中堅職層にステップアップすることになります。日本では卒業方式、これが大きなポイントです。

欧米では、マネジメントはできる人にしかさせません。プレーヤーとして優秀であるかどうかは問いません。経験のあるなしも問いません。マネジメントができる人材を中堅職以上に任命いたします。

経験のない社員がいたとすれば、例えば経営者はこう尋ねるでしょう。

「あなたはＭＢＡの資格を持っていますか」

ＭＢＡ、つまり「大学院で経営学を学びましたか？その卒業証書を持っていますか？」と聞いているのです。にわかには信じがたいかもしれませんが、そんなことを聞く欧米の会社もあるのです。

日本の経営者で、中堅職層に上げる社員で当然マネジメントの経験がない社員に、「あなたはＭＢＡの資格を持っていますか？」と聞いたことはあるでしょうか。

今までに1,142社修了した成長塾で、「ＭＢＡ資格を持っていますか？」という質問に対して、「持っています」と言った経営者はたった２人でした。残りの1,140社の企業では、ＭＢＡの資格は必要なかったということにならないでしょうか。

持っていなくても経営はできているのです。経営ができている理由は、経営は実践であるがゆえに、様々な失敗の中から学んで経営をしてきているためです。ここに大きな特徴、違いがあります。

中堅職層になった社員は、それから初めて部下指導という重要業務に取り組むことになります。つまり、このタイミングで部下指導ができる社員はまだ誰もいません。

間違っても、中堅職層に上げた社員を「あなたは部下指導が上手にできていない」と叱ってはいけません。もしくは中堅職層になった社員が「私は部下指導が上手にできない」と嘆くようなことがあってもだめです。

部下指導を始めたばかりの成長基準は１点です。ここからスタートするのだと中堅職になったタイミングに説明しなければなりません。そしてここから部下指導を始めていきます。

そして段々部下指導ができていくようになります。やがてやる気の落ちた社員の指導もできるようになります。

すべての社員を成長させられるようになった段階で、中堅職層を卒業して管理職層にステップアップしていきます。

管理職層にステップアップしたら、今度は中堅職層を育てながら、経営者と一緒になってこの会社をもっと世の中に大きな貢献ができる会社として成長させるための仕事をしていくことになるでしょう。

このように、成長階層が上がっていくに従って賃金が増えていくことになります。

5,000万円の売上・利益を上げた営業社員が次に中堅職層に行って営業所長となり、５人の社員を育てることができたら5,000万円×５人＝２億5,000万円の組織貢献をしたことになります。そのときの収入はどれぐらいが適当でしょうか。

そしてここを卒業して管理職層となり、中堅職を５人育てることができたら今度は12億5,000万円というさらに大きな組織貢献をすることになります。そのとき果たしてどれぐらいの賃金を出すことができるでしょうか。

このことを前もって考えておく必要があります。そしてそのときにどれぐらい賃金が増えるかをモデル賃金で説明できる会社になっていなければならないのです。

経営者は次のようにしてきました。優秀な一般職層よりも優秀な中堅職層の社員の方が年収は多いでしょう。そして優秀な中堅職層の社員よりも優秀な管理職層の社員の方が年収は多いのです。

今まで一度も例外はありませんでした。でもそれを分かっている社員はどれぐらいいるでしょうか。そこが問題なのです。

自分の賃金がどうやったら増えるのか分からずにいる社員が、自分の賃金のことばかり気にするようになってしまったら、この会社で最終的に世の中に大きな貢献をする仕事をするという方向性を見出すことはできるでしょうか。到底無理だと言わざるを得ません。

それを前もって自分で描くことができるように賃金制度はつくらなければなりません。モデル賃金は自分で設計できることが大切です。

2019年2月25日
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